
であることを考慮し，対象者にはQFT「陰性」であってもその後に稀に発病する場合  

があることを説明し，有症状時の医療機関受診を必ず勧めること。   

2）ツベルクリン反応検査   

接触者健診における感染の有無の検査方法として，乳幼児（または就学前年齢の児  

童）には，ツ反検査を優先する。  

（前述のとおり，QFT検査の併用も差し支えないが，乳幼児ではQFTの結果が陰性  

であっても「未感染」とはいえないことを考慮して併用すること）  

ツ反検査の結果の解釈にあたっては，既往BCG接種の影響を考慮する必要がある。  

BCG接種歴のない乳幼児では，結核患者との接触歴ありでツ反「陽性」の場合，「結  

核感染あり」と考えて対応してよい。これに対して，BCG接種歴のある乳幼児の場合  

は残念ながら，個々人のツ反検査の結果をもとに結核感染の有無を判断することは困  

難である。  

しかも，わが国で採用されている「管針法」によるBCG接種では，その技術に地域  

格差（あるいは接種医師による技術差）が大きく，これが健診のツ反成績にも複雑な  

影響を及ぼすことになる。例えば，平成14年度まで実施していた小・中学校1年の定  

期健診において，BCGの接種技術が高い地域の既接種者では，結核患者との接触歴が  

無い場合でも，ツ反発赤径30mm以上の者が10％以上認められた。BCGの接種技術  

の高い地域における接触者健診では，BCG接種歴のある乳幼児にツ反検査を実施する  

と，結核未感染であっても，ツ反発赤径30mm以上の者が珍しくないという状況が想  

定されるわけである。  

それでも乳幼児の場合は，基本的にツ反検査で感染の有無を検討することになるの  

で，当面は「BCG接種歴がある場合，喀疾塗抹陽性患者との接触歴ありで，ツ反発赤  

径30mm以上」という従来の化学予防の適用基準を参考にしながら，結核患者との接  

触歴等の状況証拠も踏まえて潜在性結核感染の有無を総合的に判断するのが現実的で  

ある。対象者が多数の場合は，ツ反発赤径（硬結径）の度数分布の傾向等を参考に，  

必要に応じて専門家の助言を得ながら判断する。  

一方，小学生以上を対象とした接触者健診でツ反検査を優先的に実施し，「BCG接  

種歴ありで，ツ反発赤径30mm」など判断に迷う事例については，QFT検査を追加し  

て感染の有無を検討する方法も 一案である。  

接触者健診の優先度を考慮したツ反検査の実施時期等についての留意点は，QFT検  

査と同様である。  

25   



4－3 胸部X線検査   

BCG既接種者では，結核感染を受けても，胸部Ⅹ線検査で最初に発病が認められる  

のは感染後4か月以後が大部分である。一方，BCG未接種者では感染の2か月後（ツ  

反応陽転とほぼ同時期）に肺門リンパ節腫大等の胸部陰影を認めることがあり，免疫  

不全者ではさらに早いと報告されている。 また，初発患者が若年者の場合は，その感  

染源の発見にも努めなければならない。  

このため，特に最優先接触者に対しては，初発患者の登録直後（～2ケ月後）の健  

診時から，QFT（またはツ反）陽性者等を対象に胸部Ⅹ線検査を実施する。但し，接  

触者健診の対象者に咳症状を認めた場合，対象者が中高齢者でQFT（またはツ反）検  

査を実施しない場合，あるいは初発患者の登録時点で他の発病患者の存在が心配され  

る集団等に対しては，QFT（ツ反）検査と連動させずに登録直後（～2ケ月後）に胸  

部Ⅹ線検査を実施してもよい。  

結核の発病は，感染後1年以内に起こることが最も多く15），約8割は2年以内であ  

る16）。したがって，登録直後（～2ケ月後）の健診の結果に基づき経過観察が必要と  

判断された接触者に対しては，その後も半年後や1年後などの時期をとらえて，複数  

回の胸部Ⅹ線検査を計画する必要がある。  

例えば，登録直後（～2ケ月後）のQFTまたはツ反検査の結果，「結核未感染」で  

はないが明らかな「結核感染あり」とも判断できずに経過観察となった接触者，また  

は「結核感染あり」と判定されたものの潜在性結核感染症としての治療が実施されな  

かった接触者については，初発患者との最終接触から6ケ月後に2回目，1年後に3  

回目，18ヶ月後に4回目といったように，登録後2年後まで，概ね半年間隔で胸部Ⅹ  

線検査による経過観察を実施することが望ましい。  

これに対して，（8～1．0週間の「ウィンドウ期」を考慮して）適当な時期に実施さ  

れたQFT検査で「陰性」と判定された者，またはBCG接種歴の無い乳幼児に対して  

適当な時期にツ反が実施され「陰性」と判定された場合など，結核感染の有無の検査  

で「末感染」と判断された者については，原則として経過観察目的の胸部Ⅹ線検査（勧  

告に基づく健診）は不要である。但し，その場合でも，QFT検査の項で述べたとおり，  

その後の有症時の早期医療機関受診を勧奨しておくことが重要である。  

以上のことを整理して，接触者の優先度等に応じた健診の実施時期，内容，及び事  

後対応について，「壷旦」にまとめた。（→「表9」の中では、従来の「化学予防」  

のことを、「潜在性結核感染症（1atenttuberculosisinfection；LTBI）としての治療」  

と表現した。）  

初発患者が登録後早期に死亡または転出等の理由で，保健所の登録から削除されて  

も，経過観察が必要な接触者については，上記の考え方に基づく検査を忘れずに実施  

することが重要である。  
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表9 接触者の優先度等に応じた健診の実施時期，内容，及び事後対応（感染者追求のための健診）  

第一同心円  第二同心円  
接触者の  

年齢等   
最優先接触者   優先接触者  低優先接触者   

登録直後  ■ツ反検査が基本→陽性者に胸部X線検査  

LTBI   
の発見  

と  ・上記のツ反検査の結果．感染あり（疑い）と診断  
進展  →潜在性結核感染症（LTBI）としての治療を指示  

乳幼児  

（未就学児）   対応   ・直後のツ反が陰性でも BCG歴なしの場合などは    （※7）    良 ウインドウ期を考慮→LTBIとしての治療を検討  

・最終接触から2ケ月後も．ツ反陰性（未感染と判断）  
→ここで健診は終了（※3）  

患者の  ・上記で感染あり（疑い）と診断したが．LTBIとして  

早期 発見  6ケ月後～ 2年後まで   の治療を実施できなかった場合 →胸部X線検査（概ね6ケ月間隔）  

登録直後 ※2  ・ツ反and／orQFT検査→陽性者に胸部X線検査   
（）  

同左  同左  

LTBI  （最終接触から  

の発見 と  
2ケ月後に1回）  

・上記のツ反検査の結果．感染あり（疑い）と診断  
進展  

小学生      防止  
→LTBIとしての治療を指示（※4）  

同左   同左  対応 （※7）    ・最終接触から2ケ月後も，ツ反陰性（未感染と判断）  
→ここで健診は終了（※3）  

患者の  ・上記で感染あり（疑い）と診断したが．LTBlとして  
同左   同左   

早期 発見  6ケ月後～ 2年後まで   の治療を実施できなかった場合 →胸部X線検査（概ね6ケ月間隔）  

登録直後   ・QFTand／orツ反検査→陽性者l＝胸部X線検査   
（※2）  

同左  同左  
（最終接触から  

LTBI   2ケ月後に1回）  
の発見  

と  
12～17歳  事後  

・上記検査の結束．感染あり（疑い）と診断  
→LTBIとしての治療を指示（※4）   

（ヰ学～      防止  対応  同左   同左   
高校生）  （※7）             ・2ケ月後も．QFT等が陰性（未感染と判断）  

一→ここで健診は終了（※3）  

・上記で感染あり（疑い）と診断したが．LTBIとして  
同左   同左   

患者の 早期 発見  6ケ月後～ 2年後まで   の治療を実施できなかった場合 －→胸部X線検査（概ね6ケ月間隔）  

登録直後 （※2）  ・QFT検査（※5）→陽性者に胸部X線検査（※6）   
同左  同左  

（最終接触から  

LTBI の発見  2ケ月後に1回）  
（※1）   

と  ・上記検査の結果．感染あり（疑い）と診断  
進展  →LTBIとしての治療を指示（※4）   

18歳以上  対応   同左   同左  
（※7）   ・2ケ月後も．QFT陰性（未感染と判断）  

－→ここで健診は終了（※3）  

患者の   ・上記で感染あり（疑い）と診断したが．LTBIとして  
同左   同左   

早期 発見  6ケ月後～ 2年後まで   の治療を実施できなかった場合 一→胸部X線検査（概ね6ケ月間隔）  

注）第一同心円の健診で新たな患者（または複数の感染者）が発見された場合に，第二同心円へと段階的に対象を拡大する。  

（※1）「2ケ月後」とは，初発患者との最終接触から概ね2ケ月（8～10週）経過後という意味。r登録直後」の健診を，初発患者  
との最終接触（最終感染曝露）から2ケ月以上経過後に実施していた場合は．2ケ月後の健診を省略してよい。  

（※2）初発患者の登録時点で．既に2ケ月以上の感染曝露期間があったと推定される「最優先接触者」については，登録直後の  
健診を重視する。一方．初発患者が「低感染性」の場合．または患者登録までの感染曝露期間が短い場合は，登録直後  
の健診を省略し患者との最終接触から2ケ月後を初回健診として差し支えない。  

（※3）接触者の所属集団のQFT陽性率が高い場合，または既に多くの二次感染患者を認める場合などは．終了せずに経過観察を  
続ける。終了する場合でも．その後の有症時の医療機関受診を勧奨する。  

（※4）免疫不全（HIV感染等）に準じた因子を有する看には，QFT（ツ反）陰性でも，ウインドウ期を考慮した対応を行う。  

（※5）QFTの検査体制等の事情により．ツ反の先行（代替）でもよい。但し，中高齢者（例えば50鼓以上）に対しては，ツ反  
を推奨しない。また．中高齢者に対するQFTは．検査性能に関する知見が不十分なので，鰭果の解釈を慎重に行う。  
また，中高齢者に対しては，感染の有無の検査を省略して．胸部X線検査のみを行う方法でも差し支えない。  

（※6）不安が強い接触者等には、2ケ月後の0打（ツ反）を待たずに，登録直後に胸部X線検査を実施する場合あり  

（※7）本表における「事後対応」では、画像所見等により結核患者（確定例）と診断された場合を除く。  
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4－4 喀疲の抗酸菌検査   

接触者健診の対象者のうち，咳や疾等の呼吸器症状を認める者に対しては，基本的  

検査として，胸部Ⅹ線検査とともに啄疾検査（塗抹による抗酸菌検査，培養検査等）  

を実施することが望ましい。もちろん，胸部Ⅹ線検査で結核を疑わせる陰影を認めた  

者に対しては，必ず喀疾検査を実施すること。  

5．健診の事後措置  

5－1 健診結果の迅速な通知   

接触者健診の結果については，可能な限り速やかに（実施から概ね1週間以内に）  

受診者に通知し，精密検査が必要と判定された者，感染が強く疑われる者等には早期  

の医療機関受診を勧める。また，健診結果が「異常なし」の者に対しても，今後呼吸  

器症状が出現したときには早期に医療機関を受診するよう指導する。   

5－2「潜在性結核感染症」と診断された者に対する医療   

接触者健診及びその後の精密検査等の結果から結核患者（確定例）と診断された場  

合は，速やかに結核指定医療機関での受診を勧め，治療を開始してもらう。（結核患  

者の事後措置の方法については省略する。）  

本項では，結核患者（確定例）としての臨床的特徴や画像所見等を認めないものの，  

QflTやツ反検査の結果から「潜在性結核感染症（LTBI）」と診断された者に対する医  

療に焦点を絞って，その留意点を述べる。   

1）潜在性結核感染症への基本的対応と留意点   

QFTまたはツ反検査で結核感染が明らか，または強く疑われる場合には，潜在性結  

核感染症としての治療が必要かどうかを検討する。   

従来の「化学予防」は，医療費公費負担の対象年齢の関係で，主として29歳以下の  

者に行われてきた。しかし，今後は対象者の年齢が30歳以上の場合であっても，潜在  

性結核感染症と診断された者には，十分な説明（治療効果のほか，肝障害等の副作用  

の可能性を含む）と同意のもとで，適切な治療を考慮するべきである。  

但し，結核の活動性病変を見逃して、潜在性結核感染症としての治療（原則として  

INH単独投与）を開始した場合は，INH耐性菌の出現を招く心配があるので，事前の  

胸部Ⅹ線写真の読影は入念に行う必要がある。乳幼児の胸部Ⅹ線検査で異常なしか否  

かの判断が難しい事例については，必要に応じて，胸部CT検査の併用も考慮する。  

これらの検査で活動性結核病変を疑う所見を認めた場合は，喀疾検査も実施し，結核  

（確定例）と診断した場合はINH単独投与ではなく，多剤併用による標準治療の対象  

となる。  

潜在性結核感染症と診断した場合の治療は，INHを最低6ケ月間服薬する方法で実  

施する。6ケ月間の服薬を完了してもらうには，結核患者に対する標準治療と同様，  

DOTSに準じた服薬支援が重要である。  
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2）いわゆる「ウインドウ期」の対応   

感染性の高い結核患者との接触歴がある「ハイリスク接触者」（特に，BCG接  

種歴のない乳幼児やHIV感染者）においては，患者との最終接触後早期（1か月  

以内など）に行ったQFT検査またはツ反検査の結果が「陰性」と判定された場合  

でも，感染初期の「ウィンドウ期」の可能性を考慮して，潜在性結核感染症として  

の治療（原則6ケ月間）の実施を検討するべきである。  

3）薬剤耐性菌感染例への対応  

初発患者から検出された結核菌の薬剤感受性試験の結果，INH耐性（耐性判  

定濃度‥0．2〃g／ml）が明らかな場合，その接触者健診で潜在性結核感染症と診断  

された者に対する治療薬剤は，INHからRFPに変更することを検討する。薬剤感  

受性試験は，初発患者本人の治療だけでなく，その接触者の治療等にも影響する重  

要な検査なので，早期に漏れなく把握できるようにするべきである。但し，INH  

をRFPに変更後に服薬が不規則に終わり、臨床的特徴の明らかな結核患者（確定  

例）へと進展した場合は，多剤耐性菌出現の可能性もあるので，対象者の実情に応  

じて変更を決定する。   

初発患者から検出された結核菌がINHとRFPの両者に耐性（多剤耐性）である  

ことが確認された場合は，その患者から感染を受けた確率が高く，かつ，発病リス  

クが大きい者（成人）に対しては，PZA＋EB，またはPZA＋レポフロキサシン（ま  

たはオフロキサシン）を6～12月投与する方法（ATS／CDC）17），あるいはレポフ  

ロキサシン単独（500－750mg／目）による方法18）などが提唱されている。（レポフ  

ロキサシン等のキノロン系薬剤を用いる方法は，現行の「結核医療の基準」には未  

掲載であるが，参考として記載した。）  

しかしながら，多剤耐性菌による潜在性結核感染症と診断された者に対する治療  

には慎重論も多く，服薬なしで経過観察を行い，進展して結核患者となった場合に  

感受性薬剤を総動員して化学療法を行う方法もある。英国では19），潜在性結核感  

染症としての治療を実施せずに経過観察する方法が勧告されており，米国  

ATS／CD（〕の勧告17）でも免疫健常者では服薬なしの経過観察を選択肢としている。   

いずれにせよ，通常の潜在性結核感染症の場合よりも慎重な服薬の確保と経過観  

察（少なくとも2年間），症状出現時の早期受診の指導は欠かせない。  
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6．結核集団感染対策（接触者健診の拡大）  

6－1 どのような場合に集団感染対策を考慮すべきか   

結核患者の届出情報，あるいは接触者の調査や健診結果等の情報をもとに，次のよう  

な状況が確認された場合は，結核の集団感染（に進展する可能性）を念頭に置いて，今  

後の対応（積極的疫学調査の方法，接触者健診の拡大方針等）を検討する必要がある。  

①教職員，保育士，及び学習塾職員等の，小児・若年者と直接接触のある者が  

「高感染性」の結核患者として届出られた場合   

②園児及び学童生徒等の若年者自身が，結核患者または潜在性結核感染症とし  

て届出られた場合   

③ 同一施設の入所者または職員の間で，短期間に2人以上の結核患者の発生が  

あった場合   

④若年者が多く勤務している事業所において「高感染性」の結核患者が発生し  

た場合   

⑤接触者健診の結果，同一患者を推定感染源として，複数の結核患者（確定例）が  

確認された場合など，健診の対象範囲を拡大すべき要素を認める場合   

⑥推定感染源患者から感染を受けて発病した接触者からの感染例（つまり，2次感  

染例）が確認された場合   

⑦接触者健診の対象者としては優先度が低いと考えられていた接触者の中から結  

核患者が認められた場合   

⑧特殊な結核（中耳結核など，頻度が少なく医原性の可能性のあるもの）の患者発  

生届があった場合。   

⑨結核菌検査情報（薬剤感受性や遺伝子指紋型）が積極的に収集されている地域に  

おいて，疫学的に関連づけられる同一菌株による患者の多発が疑われる場合。  

6－2 集団感染対策の要否に関する保健所内検討会の開催   

接触者健診の拡大あるいは結核集団感染対策を考慮すべき事案（前項で例示）が  

確認された場合，保健所長は，所長以外の保健所医師，結核対策所管の課長，担当  

保健師などの職員をメンバーとして，集団感染対策の要否について検討会を行うこ  

とが重要である。初発患者の居住地の保健所と問題となる施設や事業所の所在地の  

管轄保健所が異なる場合には，当然双方の保健所で情報交換を行う必要がある。   

例えば，小学生の結核患者が発生しても，喀疾塗抹検査成績が3回とも陰性，胸  

部Ⅹ線所見はrⅢ1，軽い咳が1過というような状況であることが確認できた場合，  

この患者の感染源把握を目的とした家族等の健診は必要であるが，学校の児童など  

を対象とした接触者健診は不要である。   

集団感染対策の要否に関しては，結核の感染・発病についての正しい認識に基づ  

いて判断を行うことが重要であり，必要に応じて外部の専門家の意見を聴取する。  

検討会の内容に関する記録は，積極的疫学調査票と一緒に保存するか，または同調査  
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票の一部として記入できるよう様式化しておくと便利である。また，調査票，及び  

検討会の討議結果に関する記録の写しは，都道府県・指定都市等（保健所を設置す  

る市・区）の担当部局長あてに送付して情報を共有することが望ましい。  

6－3 集団感染対策委員会の設置：と運営  

保健所内での検討の結果，結核集団感染の可能性ありと考えられ，集団感染対策  

として接触者健診の拡大が必要と判断した場合には，保健所の担当者のほ声、，学校  

では学校長，学校医，養護教諭など，事業所では事業主，産業医，衛生管理者，医  

療機関では院内感染対策委員会など集団側の責任者（担当者）の参加を求め，対策  

委員会を設置する。必要に応じ，施設等を所轄する都道府県の担当課あるいは外部  

の専門家にも参加を求める。  

6－4 健診対象者への事前説明と初発患者の人権尊重   

対策委員会の役割で最も大切なことは，確実な情報の把握のもとに接触者健診の  

対象範囲と方法を適切に決定し，2次患者の発生防止と発生した場合の早期発見を  

図ることである。その場合，初発患者の人権を十分尊重しながら対策を進める必要  

がある。健診対象者への説明において，初発患者の情報は，健診の必要性や方法等  

を説明するために必要な最小限の内容にとどめるとともに，初発患者も他者から感  

染を受けて発病したという意味で，決して加害者ではないことなどを説明する。  

集団感染対策の対象者（児童生徒等の場合は保護者）に対しては，対策委員会等  

が中心となって，健診の必要性，内容，健診後の措置，その他を事前に詳しく説明  

して意見を求め，健診の円滑な実施と被検者や保護者の不安軽減に努めることが重  

要である。このためにも関係者間の共通認識を形成することは委員会の重要な役割  

となる。  

6－5 集団感染対策における健診実施上の留意点   

集団感染対策として接触者（集団）健診を実施する場合においても，感染の有無  

の検査（（iFT検査，ツ反検査）及び発病の有無の検査（胸部Ⅹ線検査，喀疾検査）  

に関する基本的考え方は，通常の接触者健診の場合と同様である。  

但し，健診対象者数が多くなる場合は，優先度の高い接触者に対する健診が優先  

的に実施されるように計画すること。また，対象者数が多い場合の感染の有無の検  

査においては，ツ反検査を先に実施して，QFT検査の対象を絞り込むという2段  

階の実施方法も考慮する。  

集団感染対策としての接触者（集団）健診を外部委託方式で実施する場合には，  

l‾3－3 接触者健診の外部委託」の項で示した条件を満たす医療機関または検診  

実施機関への委託とするほか，保健所が健診結果に関する情報を迅速に把握して，  
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その分析や事後措置を円滑に実施できるように，事前に委託機関との間で打ち合わ  

せを行うことが重要である。   

6－6 院内感染対策としての接触者健診   

結核集団感染対策（その要否の検討を含む）の対象が病院等の医療機関であった  

場合は，健診の実施方法について保健所と当該病院間で十分協議する必要がある。  

このような場合，病院等では「院内感染対策」の観点からも，医療法等に基づき，  

主体的に原因調査や感染拡大防止（健診を含む）に取り組む必要があることから，  

都道府県知事等からの勧告に基づく（感染症法第17条の）健診ではなく，病院自  

らの責任で職員等の健診を実施する方法も考えられる。例えば，健診対象者が少人  

数の職員に限定される場合などは，参考資料（本手引き等）を病院の院内感染対策  

委員会等に情報提供して健診方法を助言したうえで，健診の医学的検査部分の実施  

を病院に任せる方法が多いと思われる。   

この場合でも，保健所は感染症法第17条に基づく健診を発動しないものの，病  

院が実施した職員等の健診結果については同法第15条に基づいて調査できるので，  

事前協議の際に情報提供に関する協力を求めておくことが重要である。そして，病  

院から提供された情報を分析し，健診が不十分であると判断した場合には，さらな  

る健診の実施を要請するか，あるいは感染症法第17条の健診で対応する。   

一方，集団感染対策としての健診対象者が，病院職員のみでなく入院・外来患者  

等を含めた多数に及ぶ場合は，保健所の積極的関与が必要であることは言うまでも  

ない。  

6－7 集団感染対策の事後措置  

1）対策委員会における検討   

接触者健診とその後の精査の結果，結核患者（要医療）と診断された者，及びQFT  

検査（またはツ反検査）の緒果等から潜在性結核感染症と診断された者が何人認められ  

たかなどを，例えば学級別，接触状況別などに整理して対策委員会に報告する。委員会  

では検診の範囲と時期が適切であったか否かを検討する。   

検討の結果，新たな結核患者が複数発見されたり，接触が軽微な者から潜在性結核感  

染者が多数出て，集団感染拡大のおそれがある場合には，接触者健診の対象範囲を拡大  

する必要性とその範囲について検討する。   

検診の範囲を，これ以上広げる必要がなく，当面の検診を追加する必要がないと認め  

られれば，今回の集団感染の有無を最終的に判定する。もし，集団感染ありとされた場  

合には，■感染の時期と範囲の推定を行い，今後の防止案について検討する。その上で，  

次回の検診の時期，範囲について提言を行う。  

2）結果説明会と相談窓口   

集団感染対策としての接触者（集団）健診の対象施設及び受診者に対する結果通  

知に当たっては，必要に応じて説明会を開催する。また，集団感染が明らかで，結  
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核患者または潜在性結核感染者が多数認められる場合は，保健所に健康相談窓口を  

開設するなどの配慮が必要である。  

3）報道機関への対応   

結核集団感染が発生した場合，報道機関への対応を検討しなければならない。   

結核集団感染をマスコミへ公表する意義として，結核への関心が薄れている医療  

関係者や一一般住民へ，結核がまだ身近に存在することの啓発や，結核について正確  

な情報を提供することがあげられる。一方で，感染者や患者，家族らの人権が損な  

われる事態が起こらないよう，個人情報の保護には細心の配慮が必要である。   

このような目的を達するため，報道機関への対応窓口は一本化し，報道が先行す  

る前に窓コ担当者から公式発表を行い，最初から正確な情報提供をすべきである。  

このため，結核集団感染への拡大が予想される事例の場合，報道機関へ迅速で的確  

な対応ができるように，報道に関する協議を対応窓口担当部局と保健所，関係者で  

早期に行うことが必要である。報道機関への対応では，感染と発病の違いや，同心  

円方式の健診対象者範囲の拡大手法など，マスコミ関係者への説明に時間を要する  

事項もあるが，結核についての正しい知識が伝わるよう努めるべきである。  

マスコミ報道の影響は大きく，報道機関への対応はますます重要になってくるが，  

集団感染事例の事実経過の説明に追われるだけでなく，医療関係者や一般住民への  

貴重な情報提供の場として積極的に活用する視点が必要である。  

4） 再発防止対策   

集団感染対策の実施にあたっては，接触者健診の対象者の事後措置だけでなく，  

対象となった施設等における結核集団感染（疑い含む）の再発防止対策にも留意す  

べきである。保健所は，接触者健診を実施した事例を再発防止の観点から評価し，  

対象集団の種類ごとに特徴を分析するなどして，集団感染の予防方策を具体的に提  

案することが必要である。  

6－8 報告，その他  

1） 都道府県担当部局及び国への報告   

結核集団感染対策として接触者（集団）健診を行った場合，保健所は適宜，その結  

果を「表10（参考様式）」にまとめ都道府県・政令市担当部局に報告すること。   

都道府県・政令市の担当部局は，結核集団感染の定義（同一の感染源が，2家族  

以上にまたがり，20人以上に結核を感染させた場合をいう。但し，発病者1人を  

6人の感染者に相当するとして感染者数を計算する）を満たす事例が確認された場  

合には，その概要を「表11（参考様式）」にまとめ，「表10」及び事例の具体的  

内容が分かる資料を添付して，厚生労働省の担当課あてに送付する。  

2） 医療関係団体等との連携   

結核患者が発見された場合においては，保健所が中心となって積極的疫学調査を  
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実施していくことは当然であるが，感染・発病者の発見，さらなる感染拡大の防止  

の観点か ら；必要な情報（個人を識別できる情報を除く）を地域の医師会等の医療  

関係団体に提供し，関係団体における結核対策の取り組みを依頼することが重要で  

ある。   

保健所をはじめとする行政関係者と医療関係者が，密接な連携のもと予防と医療  

の両面が相まった総合的な結核対策を強化していくことが求められ，両者の普段か  

らの情報交換・連携が重要である。  

3） 結核菌株の保存   

同一菌株からの患者発生であることを証明する上で，RF LP法やVNTR法等  

を用いた結核菌DNAの指紋型分析（finger－Printinganalysis，遺伝子タイピング）  

は有力な検査手段であり，感染症法第15条に基づく積極的疫学調査の一環として，  

感染源・感染経路等の究明に応用するべきである。特に病院や介護保険施設等で結  

核患者が発生した場合，あるいは集団感染が疑われる患者の発生に際しては，この  

ような検査の実施をあらかじめ想定して，関連患者の結核菌分離株をできるだけ保  

存しておくことが望ましい。   

但し，結核集団感染に該当するかを判断する際には，結核菌DNA指紋型分析の  

結果のみならず，疫学的な状況を勘案することが重要である。例えば，指紋型分析  

が実施されていなくても，接触があり，疫学的に感染成立が考えられる場合には，  

集団感染の人数に算入するべきである。また，その逆の場合として，地域によって  

は患者から検出される結核菌DNAの指紋型に均叫性が高く， たとえ指紋型が一致  

しても，疫学調査の結果からは同一感染源からの感染とは言えない事例もあるので，  

注意が必要である。   

最近は日本でも，いくつかの先進的な地域において，地域内で発生するすべての  

結核菌陽性患者の菌株を検査機関に収集し，DNA指紋型分析を実施して菌株の異  

同，を判定し，同一（近似）とされる複数患者については積極的疫学調査を実施して  

相互の関連をあらためて検討するような活動が行われている。このような取り組み  

を通じて，これまで気づかれていなかった集団感染を発見したり，また意外な感染  

経路が確認されることもあるので，その普及が望まれるところである。  

（以上）  
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表10 保健所から本庁主管課等への報告資料（参考様式）  

結核の接触者健康診断（集団感染対策）実施状況  

集団感染対策の発端となった初発患者の状況  接触者健康診断の実施状況  健康診断の結果  
事例  

登録年月日  性   Ⅹ線  菌検査成績  所 属   対象集団   特記事項  受診  検査内訳（再掲）  結核  LTBI  要  異常  

No  
診断名  

病型  塗抹  培養  耐性  （職業等）  （感染拡大因子等）   （対象者数）   者数  QFT  ツ反  Ⅹ線  喀疾  （確定例）  （※）  観察  なし   

（例）  診断の2ケ月前から  
ロ  H19．4．1   42   女   肺結核  rⅡ2  十＋  十  なし  保育士   咳あり   同居家族（2人）   り l」  つ iJ   ロ    ロ  

（国公立病院）  A保育園勤務   25  24  

職員（4人）  4  4  

（合計31人）   29   り ∠■  2929 

INH  

耐性   
特養 職員（27人）  26  20  26  26  3  5  10  10  り  H19．9．2  男 82  肺結核  ∂Ⅱ3  ＋＋＋  ＋  

（私立病院）  職員の中に副腎皮質  入所者（20人）  4  

ホルモン服用者あり  
（合計47人）   3   5   14   

（※）LTB巨「潜在性結核感染症」と診断され結核医療の対象とされた者  

†．j   



表11（参考様式）  

都道府県（市）名   

結核集団感染発生事例について  

1．事例について  

（1）集団感染と判明した時期   

（集団感染の定義を満たすと判明した時期）   

（2）集団感染の発生場所  

平成  年  月  

2．初発患者について  

（1）性別，年齢  

（2）職 業  

（3）発症巨（推定）  

（4）発症後最初に受診した医療機関の初診日  

（5）医療機関で結核と診断された日  

（6）保健所で結核の届出を受理した日  

（7）患者発見方法（発見契機）  

（8）喀疾検査（塗抹等）の結果  

（9）胸部Ⅹ線検査結果（結核病学会分類）  

男・女  

月
 
月
 
月
 
月
 
 

年
 
年
 
年
 
年
 
 

成
 
成
 
成
 
成
 
 

平
 
平
 
平
 
平
 
 

目
 
口
H
 
口
H
 
R
H
 
 

3．接触者健康診断について  

（1）保健所方針決定日  

（2）接触者健康診断の開始日  

平成  年  月   日  

平成  年  月   日  

（3）対策の継続・終了の確認  A．対策を継続中（平成 年 月 現在）  

B．対策を終了 （平成 年 月  日）  

（4）接触者健康診断（集団感染対策）の実施成績  

全対象者数  未受診者数  
区分  

（A）＋（B）  （A）   

結核患者  その他  

（確定例）   （※）  （非結核性）   

（B）  

患者家族  

家族以外  

合 計  

（※）LTBI：「潜在性結核感染症」と診断され結核医療の対象とされた者   

4．その他（本事例において気付いた問題点など）   




